
 

 

  

 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 ■労働基準法第４１条第２号に規定する管理監督者でないこと 

 
 管理監督者とは、一般的には部長、工場長など、労働条件の決定その他労務管理について 

経営者と一体的な立場にある人を指します。 

過半数代表者の選出に当たっては、管理監督者に該当する可能性のある人は避けた方がよい

でしょう。 

 
 
 
 

■３６協定を締結するための過半数代表者を選出することを明らかにしたうえで、

投票、挙手などにより選出すること 
 
 選出手続きは、投票、挙手の他に、労働者の話し合いや持ち回り決議などでも構いませんが、

労働者の過半数がその人の選任を支持していることが明確になる民主的な手続きがとられて

いることが必要です。また、選出に当たっては、パートやアルバイトなどを含めたすべての

労働者が手続きに参加できるようにしましょう。 
 

 会社の代表者が特定の労働者を指名するなど、使用者の意向によって 

過半数代表者が選出された場合、その３６協定は無効です。 
 

 社員親睦会の幹事などを自動的に過半数代表者にした場合、その人は 

３６協定を締結するために選出されたわけではありませんので、協定は無効です。 

この場合は、改めて３６協定の締結当事者となることの信任を得てくだい。  
  

        の締結当事者となる 

 過半数代表者の適正な選出を！  
 

「時間外労働・休日労働に関する協定（３６協定）」を締結する際に、事業場に労働者の

過半数で組織する労働組合がない場合は、労働者の過半数を代表する者（過半数代表

者）を選出し、労働者側の締結当事者とする必要があります。 

過半数代表者になることができる労働者の要件と、正しい選出手続きは、下記のとおり

です。過半数代表者の選出が適正に行われていない場合、３６協定を締結し、労働基準

監督署に届け出ても無効ですので、ご注意ください。 

 

   厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署 
 

過半数代表者となることができる労働者の要件 
 

ポイント１ 

過半数代表者を選出するための正しい手続き 
 

ポイント 2 

 

事業主の皆さまへ 
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届け出た３６協定は、見やすい場所に掲示するなど労働者に周知することも必要です。 



 

 

労働基準法 （昭和二十二年 法律第四十九号）（抄） 
 

第三十六条 使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労

働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書

面による協定をし、これを行政官庁に届け出た場合においては、第三十二条から第三十二条の五まで若し

くは第四十条の労働時間（以下この条において「労働時間」という。）又は前条の休日（以下この項において

「休日」という。）に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによつて労働時間を延長し、又は休

日に労働させることができる。ただし、坑内労働その他厚生労働省令で定める健康上特に有害な業務の労

働時間の延長は、一日について二時間を超えてはならない。 

２  厚生労働大臣は、労働時間の延長を適正なものとするため、前項の協定で定める労働時間の延長の限

度、当該労働時間の延長に係る割増賃金の率その他の必要な事項について、労働者の福祉、時間外労働

の動向その他の事情を考慮して基準を定めることができる。 

３  第一項の協定をする使用者及び労働組合又は労働者の過半数を代表する者は、当該協定で労働時間

の延長を定めるに当たり、当該協定の内容が前項の基準に適合したものとなるようにしなければならない。 

４  行政官庁は、第二項の基準に関し、第一項の協定をする使用者及び労働組合又は労働者の過半数を

代表する者に対し、必要な助言及び指導を行うことができる。 
 

 

労働基準法施行規則 （昭和二十二年 厚生省令第二十三号）（抄） 

 
第六条の二 法第十八条第二項、法第二十四条第一項ただし書、法第三十二条の二第一項、法第三十二条

の三、法第三十二条の四第一項及び第二項、法第三十二条の五第一項、法第三十四条第二項ただし書、

法第三十六条第一項、第三項及び第四項、法第三十七条第三項、法第三十八条の二第二項、法第三十

八条の三第一項、法第三十八条の四第二項第一号、法第三十九条第四項、第六項及び第七項ただし書

並びに法第九十条第一項に規定する労働者の過半数を代表する者（以下この条において「過半数代表者」

という。）は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

一  法第四十一条第二号に規定する監督又は管理の地位にある者でないこと。 

二  法に規定する協定等をする者を選出することを明らかにして実施される投票、挙手等の方法による手

続により選出された者であること。 

２  前項第一号に該当する者がいない事業場にあつては、法第十八条第二項、法第二十四条第一項ただし

書、法第三十九条第四項、第六項及び第七項ただし書並びに法第九十条第一項に規定する労働者の過

半数を代表する者は、前項第二号に該当する者とする。 

３  使用者は、労働者が過半数代表者であること若しくは過半数代表者になろうとしたこと又は過半数代表

者として正当な行為をしたことを理由として不利益な取扱いをしないようにしなければならない。 

（参考）関係法令 

（H２４．６） 


